
令和２年１１月２５日
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第 13 回倉吉市教育委員会定例会 日程

日 時 令和２年 11 月 25 日（水）午後３時

場 所 倉吉市役所 Ａ会議室

１ 開 会

２ 前回会議録承認

３ 会議録署名委員の選出

４ 議 事

（１）議案第31号 令和２年度教育費補正予算について······················１

（２）議案第32号 倉吉市Ｂ＆Ｇ海洋センターの設置及び管理に関する条例の一部

改正について·········································· ２

（３）議案第33号 倉吉市Ｂ＆Ｇ海洋センターの設置及び管理に関する条例施行規

則の廃止について······································· ８

（４）議案第34号 倉吉市教育委員会所管施設の使用料等の減免に関する規則の一

部改正について········································ 11

（５）議案第35号 倉吉市公民館条例の廃止について························ 15

５ 協議事項

（１）夏季休業中における緩やかな閉庁について···························· 22

（２）令和２年度末倉吉市学校教職員人事異動方針について·················· 23

６ 教育長報告

７ 報告事項

各課報告（別紙）

８ その他

９ 閉 会



議案第３１号

令和２年度教育費補正予算について

次のとおり令和２年度教育費補正予算を要求することについて、地方教育行政の組織及び運営

に関する法律（昭和３１年法律第１６２号）第２９条の規定により、本委員会の意見を求める。

令和２年１１月２５日提出

倉吉市教育委員会教育長 小椋 博幸
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議案第３２号

倉吉市Ｂ＆Ｇ海洋センターの設置及び管理に関する条例の一部改正について

次のとおり倉吉市Ｂ＆Ｇ海洋センターの設置及び管理に関する条例の一部改正をするこ

とについて、本委員会の承認を求める。

令和２年１１月２５日提出

倉吉市教育委員会教育長 小 椋 博 幸
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倉吉市関金Ｂ＆Ｇ海洋センターの設置及び管理に関する条例の一部改正について

【改正理由】

倉吉市関金Ｂ＆Ｇ海洋センター（以下「海洋センター」といいます。）に指定管理者制度を導入する

ため、倉吉市関金Ｂ＆Ｇ海洋センターの設置及び管理に関する条例に所要の改正を行うものです。

【改正要旨】

１ 指定管理者に海洋センターの管理運営を行わせることとした。 （第４条関係）

２ 海洋センターの指定管理者の業務等を定めることとした。 （第５条関係）

３ 海洋センターを利用時間及び利用日を定めることとした。 （第６条関係）

４ 海洋センターを利用の許可について定めることとした。 （第７条関係）

５ 海洋センターにおける特別設備等の制限について定めることとした （第８条関係）

６ 海洋センターの利用の許可の基準について定めることとした。 （第９条関係）

７ 海洋センターの目的外利用の禁止等について定めることとした。 （第10条関係）

８ 海洋センターの利用許可の取消し等について定めることとした。 （第11条関係）

９ 海洋センターの利用料金を定めることとした。 （第12条、別表関係）

10 利用料金の減免について定めることとした。 （第13条関係）

11 利用料金の不還付について定めることとした。 （第14条関係）

12 利用者の原状回復の義務について定めることとした。 （第15条関係）

13 その他所要の改正を行うこととした。

14 この条例は、令和３年４月１日から施行することとした。 （附則第１項関係）

15 この条例を施行するために必要な指定管理者の指定その他の準備行為は、この条例の施行の日前

においても行うことができることとした。 （附則第２項関係）
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倉吉市関金Ｂ＆Ｇ海洋センターの設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例

倉吉市関金Ｂ＆Ｇ海洋センターの設置及び管理に関する条例（平成17年倉吉市条例第69号）の一部を次

のように改正する。

次の表の改正前の欄中条及び項の表示に下線が引かれた条及び項（以下「移動条項」という。）に対応

する同表の改正後の欄中条及び項の表示に下線が引かれた条及び項（以下「移動後条項」という。）が存

在する場合には、当該移動条項を当該移動後条項とし、移動条項に対応する移動後条項が存在しない場合

には、当該移動条項（以下「削除項」という。）を削り、移動後条項に対応する移動条項が存在しない場

合には、当該移動後条項（以下「追加条項」という。）を加える。

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（条及び項の表示並びに削除項を除く。以下「改正部分」と

いう。）に対応する同表の改正後の欄中下線が引かれた部分（条及び項の表示並びに追加条項を除く。以

下「改正後部分」という。）が存在する場合には、当該改正部分を当該改正後部分に改め、改正後部分に

対応する改正部分が存在しない場合には、当該改正後部分を加える。

改正後 改正前

（名称及び位置） （名称及び位置）

第３条 略 第３条 略

（指定管理者による管理運営）

第４条 教育委員会は、地方自治法第244条の２第３

項の規定により指定する法人その他の団体（以下

「指定管理者」という。）に海洋センターの管理運

営を行わせるものとする。

（指定管理者の業務等）

第５条 指定管理者は、次に掲げる事業又は業務を行

うものとする。

(１) 第２条の設置の目的を達成するために行う

事業

(２) 海洋センターの利用の許可に関する業務

(３) 海洋センターの施設等の維持管理に関する

業務

(４) その他施設の運営に関して教育委員会が必

要と認める業務

（利用時間及び利用日）

第６条 海洋センターの利用時間及び利用日は、次に

掲げるとおりとする。ただし、指定管理者は、あら

かじめ教育委員会の承認を得て、利用時間及び利用

日を変更することができる。

(１) 利用時間 午前９時から午後６時まで

(２) 利用日 ４月１日から９月30日までの日

（月曜日及び火曜日（その日が休日（国民の祝

日に関する法律（昭和23年法律第178号）第３

条に規定する休日をいう。以下同じ。）である

場合は、その直後の休日でない日）を除く。）

（利用の許可） （利用の許可）

第７条 海洋センター（附属設備及び器具を含む。以

下同じ。）を利用しようとする者は、あらかじめ指

第４条 海洋センター（附属設備及び器具を含む。以

下同じ。）を利用しようとする者は、あらかじめ教
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定管理者の許可を受けなければならない。許可を受

けた事項を変更しようとするときも、同様とする。

育委員会の許可を受けなければならない。許可を受

けた事項を変更しようとするときも、同様とする。

２ 教育委員会は、その利用が次の各号のいずれか

に該当する場合は、前項の許可をしないことがで

きる。

(１) 公の秩序又は善良な風俗を害するおそれが

あると認められるとき。

(２) 施設、附属設備等を汚損し、損傷し、又は滅

失するおそれがあると認められるとき。

(３) 暴力団員による不当な行為の防止等に関す

る法律（平成３年法律第77号）第２条第２号に規

定する暴力団の利益になると認められるとき。

(４) その他管理上支障があると認められるとき。

２ 指定管理者は、前項及び次条の許可をする場合に

おいて管理上必要な条件を付することができる。

３ 教育委員会は、第１項及び次条の許可をする場合

において管理上必要な条件を付することができる。

（特別設備等の制限） （特別設備等の制限）

第８条 前条第１項の許可を受けた者（以下「利用者」

という。）は、海洋センターに特別の設備を設け、

若しくは設備に変更を加え、又は備付けの器具以外

のものを搬入しようとするときは、あらかじめ指定

管理者の許可を受けなければならない。

第５条 前条第１項の許可を受けた者（以下「利用者」

という。）は、海洋センターに特別の設備を設け、

若しくは設備に変更を加え、又は備付けの器具以外

のものを搬入しようとするときは、あらかじめ教育

委員会の許可を受けなければならない。

（許可の基準）

第９条 指定管理者は、海洋センターの利用が次に掲

げるいずれかの場合に該当すると認められるとき

を除き、利用を許可するものとする。

(１) 公の秩序又は善良な風俗を害するおそれが

あると認められる場合

(２) 施設、附属設備等を汚損し、損傷し、又は滅

失するおそれがあると認められる場合

(３) 暴力団員による不当な行為の防止等に関す

る法律（平成３年法律第77号）第２条第２号に規

定する暴力団の利益になると認められる場合

(４) 前各号に掲げる場合のほか海洋センターの

管理上支障があると認められる場合

（目的外利用等の禁止） （目的外利用等の禁止）

第10条 利用者は、第７条第１項の許可を受けた目的

以外の目的に海洋センターを利用し、又はその利用

の権利を第三者に譲渡してはならない。

第６条 利用者は、第４条第１項の許可を受けた目的

以外の目的に海洋センターを利用し、又はその利用

の権利を第三者に譲渡してはならない。

（利用許可の取消し等） （利用許可の取消し等）

第11条 指定管理者は、利用者の申出による場合のほ

か、利用者が次に掲げるいずれかの場合に該当する

と認めるときは、第７条第１項の許可を取り消し、

利用を制限し、若しくは停止することができる。

第７条 教育委員会は、利用者が次の各号のいずれか

に該当すると認める場合は、利用の許可を取り消

し、利用を制限若しくは停止し、入場を拒否し、又

は退場を命ずることができる。

(１) この条例の規定に違反した場合 (１) この条例の規定に違反したとき。

(２) この条例の規定に基づく許可の目的又は条

件に違反した場合

(２) この条例の規定に基づく許可の目的又は条

件に違反したとき。
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(３) 偽りその他不正な行為により利用の許可を

受けた場合

(３) 偽りその他不正な行為により利用の許可を

受けたとき。

(４) 前各号に掲げる場合のほか海洋センターの

管理上支障があると認める場合

(４) その他管理上支障があると認めるとき。

２ 利用者が利用を取り消ししようとするときは、あ

らかじめ教育委員会に届出をしなければならない。

（利用料金） （使用料）

第12条 利用者は、利用の許可を受けたときは、別表

に定める利用料金を納付しなければならない。

第８条 海洋センターを利用するときは、別表に定め

る使用料を納付しなければならない。

２ 利用料金は、別表に定める額の範囲内において、

指定管理者があらかじめ市長の承認を得て定める

ものとする。

２ 市長は、特別の理由があると認めるときは、前項

の使用料を減額し、又は免除することができる。

３ 利用料金は、指定管理者の収入として収受させる

ものとする。

（利用料金の減免）

第13条 指定管理者は、市長が特別の理由があると認

めるときは、利用料金を減額し、又は免除すること

ができる。

（利用料金の不還付） （使用料の不還付）

第14条 既納の利用料金は、還付しない。ただし、利

用者の責めによらない理由により利用できなくな

ったときその他特別な理由があると市長が認める

ときは、この限りでない。

第９条 既納の使用料は、還付しない。ただし、市長

が特別な理由があると認めるときは、この限りでな

い。

（原状回復の義務） （原状回復の義務）

第15条 利用者は、海洋センターの利用を終了したと

き又は第11条の規定により許可を取り消され、若し

くは利用の停止を命ぜられたときは、速やかにこれ

を原状に回復しなければならない。ただし、指定管

理者の承認を得たときは、この限りでない。

第10条 利用者は、海洋センターの利用を終了したと

き又は第７条の規定により許可を取り消され、若し

くは利用の停止を命ぜられたときは、速やかにこれ

を原状に回復しなければならない。ただし、教育委

員会の承認を得たときは、この限りでない。

（損害賠償の義務） （損害賠償の義務）

第16条 略 第11条 略

（委任） （委任）

第17条 略 第12条 略

別表（第12条関係） 別表（第８条関係）

倉吉市関金Ｂ＆Ｇ海洋センター利用料金 倉吉市関金Ｂ＆Ｇ海洋センター使用料

区分 単位
ヨット・

カヌー

カッタ

ー・ボー

ト

区分 単位
ヨット・

カヌー

カッタ

ー・ボー

ト

一般 １人１時間

につき

550円 1,100円 一般 １艇２時間

につき

530円 1,040円

小学生、中学

生、高校生

１人１時間

につき

330円 550円 小学生、中学

生、高校生

１艇２時間

につき

310円 520円

備考 １時間未満の端数は、１時間

として取り扱う。

備考 ２時間未満の端数は、２時間

として取り扱う。
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附 則

（施行期日）

１ この条例は、令和３年４月１日から施行する。

（準備行為）

２ この条例を施行するために必要な指定管理者の指定その他の準備行為は、この条例の施行の日前にお

いても行うことができる。
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議案第３３号

倉吉市Ｂ＆Ｇ海洋センターの設置及び管理に関する条例施行規則の廃止について

次のとおり倉吉市Ｂ＆Ｇ海洋センターの設置及び管理に関する条例施行規則の廃止をす

ることについて、本委員会の承認を求める。

令和２年１１月２５日提出

倉吉市教育委員会教育長 小 椋 博 幸

8



倉吉市関金Ｂ＆Ｇ海洋センターの設置及び管理に関する条例施行規則の廃止について

【廃止理由】

倉吉市関金Ｂ＆Ｇ海洋センターに指定管理者制度を導入するため、倉吉市関金Ｂ＆Ｇ海洋センター

の設置及び管理に関する条例（平成17年倉吉市条例第69号）の一部を改正するようにしたことに伴

い、倉吉市関金Ｂ＆Ｇ海洋センターの設置及び管理に関する条例施行規則（平成17年倉吉市教育委員

会規則第５号）を廃止するものです。
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倉吉市関金Ｂ＆Ｇ海洋センターの設置及び管理に関する条例施行規則を廃止する規則

倉吉市関金Ｂ＆Ｇ海洋センターの設置及び管理に関する条例施行規則（平成17年倉吉市教育委員会規

則第５号）は、廃止する。

附 則

この規則は、令和３年４月１日から施行する。
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議案第３４号

倉吉市教育委員会所管施設の使用料等の減免に関する規則の一部改正について

次のとおり倉吉市教育委員会所管施設の使用料等の減免に関する規則の一部改正をする

ことについて、本委員会の承認を求める。

令和２年１１月２５日提出

倉吉市教育委員会教育長 小 椋 博 幸
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倉吉市教育委員会所管施設の使用料等の減免に関する規則の一部改正について

【改正理由】

倉吉市Ｂ＆Ｇ海洋センターに指定管理者制度を導入しようとすることに伴い、倉吉市Ｂ

＆Ｇ海洋センターの使用料に関する規定を削るよう、倉吉市教育委員会所管施設の使用料

等の減免に関する規則（平成 25 年倉吉市規則第 10号）に所要の改正を行うものです。

【改正要旨】

１ 倉吉市Ｂ＆Ｇ海洋センターの使用料に関する規定を削ることとした。（第２条関係）

２ その他所要の改正を行うこととした。

３ この規則は、令和３年４月１日から施行することとした。 （附則関係）
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倉吉市教育委員会所管施設の使用料等の減免に関する規則の一部を改正する規則

倉吉市教育委員会所管施設の使用料等の減免に関する規則（平成25年倉吉市規則第10号）の一部を次の

ように改正する。

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（以下「改正部分」という。）に対応する同表の改正後の欄

中下線が引かれた部分（以下「改正後部分」という。）が存在する場合には、当該改正部分を当該改正後

部分に改め、改正部分に対応する改正後部分が存在しない場合には、当該改正部分を削る。

次の表の改正前の欄の表中太線が囲まれた部分を削る。

附 則

改正後 改正前

（趣旨） （趣旨）

第１条 この規則は、倉吉市立学校施設使用条例（平

成３年倉吉市条例第16号）第12条、倉吉パークスク

エアの設置及び管理に関する条例（平成12年倉吉市

条例第38号）第24条及び倉吉市立教育文化施設の設

置及び管理に関する条例（昭和57年倉吉市条例第９

号）第９条の規定に基づき、倉吉市立学校施設、倉

吉交流プラザ、倉吉博物館及び倉吉歴史民俗資料館

（以下「教育委員会所管施設」という。）の使用料

及び入館料（以下「使用料等」という。）の減免に

ついて、必要な事項を定める。

第１条 この規則は、倉吉市立学校施設使用条例（平

成３年倉吉市条例第16号）第12条、倉吉パークスク

エアの設置及び管理に関する条例（平成12年倉吉市

条例第38号）第24条、倉吉市立教育文化施設の設置

及び管理に関する条例（昭和57年倉吉市条例第９

号）第９条及び倉吉市関金Ｂ＆Ｇ海洋センターの設

置及び管理に関する条例（平成17年倉吉市条例第69

号）第12条の規定に基づき、倉吉市立学校施設、倉

吉交流プラザ、倉吉博物館、倉吉歴史民俗資料館及

び倉吉市関金Ｂ＆Ｇ海洋センター（以下「教育委員

会所管施設」という。）の使用料及び入館料（以下

「使用料等」という。）の減免について、必要な事

項を定める。

（使用料等の減免） （使用料等の減免）

第２条 市長は、次の表の左欄に掲げる教育委員会所

管施設の区分に応じ、それぞれ同表の右欄に掲げる

事由に該当する場合について、同表の中欄に掲げる

使用料等を減額し、又は免除することができる。

第２条 市長は、次の表の左欄に掲げる教育委員会所

管施設の区分に応じ、それぞれ同表の右欄に掲げる

事由に該当する場合について、同表の中欄に掲げる

使用料等を減額し、又は免除することができる。

教育委員会

所管施設

使用

料等

減免事由 教育委員会

所管施設

使用

料等

減免事由

略 略

倉吉博物館

倉吉歴史民

俗資料館

略 倉吉博物館

倉吉歴史民

俗資料館

略

倉吉市関金

Ｂ＆Ｇ海洋

センター

使用

料

１ 市の機関が主催して事

業を行うとき。

２ 障がい者等及びその介

護者が利用するとき。

３ 要介護者等及びその介

護者が利用するとき。

４ 70歳以上の者が利用す

るとき。

５ その他市長が特に必要

があると認めたとき。

２ 略 ２ 略
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この規則は、令和３年４月１日から施行する。
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議案第３５号

倉吉市公民館条例の廃止について

次のとおり倉吉市公民館条例の廃止をすることについて、本委員会の承認を求める。

令和２年１１月２５日提出

倉吉市教育委員会教育長 小 椋 博 幸
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倉吉市コミュニティセンターの設置及び管理に関する条例の一部改正について

【改正理由】

少子高齢化、人口減少等の影響により、生活環境等に関する地域課題や住民ニーズが多様化、複雑

化し、自治公民館単位では解決できないものも多く生じています。これらの諸課題に対応するために

は、地区住民自らが話し合い、解決していく助け合いの活動を進めていくことが必要です。

現在市内13地区に社会教育法に基づく社会教育施設として公民館が設置されていますが、社会教育

の立場からだけでは、こうした活動のための拠点としては自ずと限界があることから、それら13地区

の公民館を、地域課題に対応する住民活動を支援する、地域づくり活動の拠点施設に転換し、倉吉市

コミュニティセンター（以下「センター」という。）として設置するよう、倉吉市コミュニティセン

ターの設置及び管理に関する条例の一部を改正するものです。

【改正要旨】

１ センターの設置の目的を改めることとした。 （第１条関係）

２ センターの位置付けを定めることとした。 （第２条関係）

３ センターの名称、位置及び主たる対象区域を定めることとした。 （第３条関係）

４ センターの事業について定めることとした。 （第４条関係）

５ センターの管理運営を指定管理者に行わせることとした。 （第５条関係）

６ 指定管理者の業務について定めることとした。 （第６条関係）

７ センターに置く職員及び館長会について定めることとした。 （第７条関係）

８ センターの供用日について定めることとした。 （第８条関係）

９ センターの利用の許可について定めることとした。 （第９条関係）

10 利用の許可の基準について定めることとした。 （第10条関係）

11 目的外利用等の禁止について定めることとした。 （第11条関係）

12 特別設備等の制限について定めることとした。 （第12条関係）

13 利用許可の取消し等について定めることとした。 （第13条関係）

14 利用料金について定めることとした。 （第14条、別表関係）

15 利用料金の減免について定めることとした。 （第15条関係）

16利用料金の不還付について定めることとした。 （第16条関係）

17 原状回復の義務について定めることとした。 （第17条関係）

18損害賠償の義務について定めることとした。 （第18条関係）

19 この条例の施行に関し必要な事項は、市長及び教育委員会が別に定めることとした。

（第19条関係）

20 この条例は、令和３年４月１日から施行することとした。 （附則第１項関係）

21 倉吉市公民館条例（昭和44年倉吉市条例第13号）を廃止することとした。 （附則第２項関係）

22 この条例の施行の日前に倉吉市公民館条例の規定によりなされた処分、手続その他の行為は、こ

の条例の相当規定によりなされたものとみなすこととした。 （附則第３項関係）

23 この条例を施行するために必要な指定管理者の指定その他の準備行為は、この条例の施行の日前

においても行うことができることとした。 （附則第４項関係）
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倉吉市コミュニティセンターの設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例

倉吉市コミュニティセンターの設置及び管理に関する条例（平成10年倉吉市条例第35号）の一部を次の

ように改正する。

次の表の改正前の欄中条の表示に下線が引かれた条（以下「移動条」という。）に対応する同表の改正

後の欄中条の表示に下線が引かれた条（以下「移動後条」という。）が存在する場合には、当該移動条を

当該移動後条とし、移動後条に対応する移動条が存在しない場合には、当該移動後条（以下「追加条」と

いう。）を加える。

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（条の表示を除く。以下「改正部分」という。）に対応する

同表の改正後の欄中下線が引かれた部分（条の表示及び追加条を除く。以下「改正後部分」という。）が

存在する場合には、当該改正部分を当該改正後部分に改め、改正後部分に対応する改正部分が存在しない

場合には、当該改正後部分を加える。

次の表の改正後の欄中太線で囲まれた部分を加える。

改正後 改正前

（設置） （設置）

第１条 地方自治法（昭和22年法律第67号）第244条

の２第１項の規定に基づき、倉吉市の各地区にお

ける社会教育及び地域活動の拠点となり、地域住

民相互の交流活動、地域づくり活動、地域福祉活動

その他の地域の諸活動の支援を行うことで、倉吉

市の生涯学習及びコミュニティ活動の推進並びに

福祉その他の公益の増進に資するため、倉吉市コ

ミュニティセンター（以下「センター」という。）

を設置する。

第１条 地方自治法（昭和22年法律第67号）第244条

の２第１項の規定に基づき、倉吉市のコミュニティ

活動の推進と福祉の増進に資するための中核的コ

ミュニティ施設として、コミュニティセンター（以

下「センター」という。）を設置する。

（センターの位置付け）

第２条 センターは、社会教育法（昭和24年法律第

207号）第21条第１項の規定により設置する公民

館とみなす。

（名称、位置及び主たる対象区域） （名称及び位置）

第３条 センターの名称、位置及び主たる対象区域

は、次のとおりとする。

第２条 センターの名称及び位置は、次のとおりとす

る。

名称 位置
主たる対象

区域
名称 位置

上北条コミュニテ

ィセンター

倉吉市新田 上北条地区 上北条コミュニティセン

ター

倉吉市新田

上井コミュニティ

センター

倉吉市大平町 上井地区

西郷コミュニティ

センター

倉吉市下余戸 西郷地区

上灘コミュニティ

センター

倉吉市上灘町 上灘地区

成徳コミュニティ

センター

倉吉市住吉町 成徳地区

明倫コミュニティ

センター

倉吉市福吉町 明倫地区

灘手コミュニティ

センター

倉吉市尾原 灘手地区
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社コミュニティセ

ンター

倉吉市国分寺 社地区 社コミュニティセンター 倉吉市国分寺

北谷コミュニティ

センター

倉吉市福本 北谷地区

高城コミュニティ

センター

倉吉市上福田 高城地区

小鴨コミュニティ

センター

倉吉市中河原 小鴨地区

上小鴨コミュニテ

ィセンター

倉吉市上古川 上小鴨地区 上小鴨コミュニティセン

ター

倉吉市上古川

関金コミュニティ

センター

倉吉市関金町

大鳥居

関金地区

（事業）

第４条 センターは、第１条の目的を達成するた

め、次に掲げる事業を行う。

(１) 社会教育法第22条に規定する事業

(２) 住民自治の向上を図り、住民主体によるま

ちづくりを進めていくために必要となる市民活

動の支援及び事業の推進に関すること。

(３) 地域福祉の推進に関すること。

(４) 地域防災の推進に関すること。

(５) 人権啓発の推進に関すること。

(６) 前各号に掲げるものののほか市長が必要と

認める事業

（指定管理者による管理運営）

第５条 市長及び教育委員会は、地方自治法第244

条の２第３項の規定により指定する法人その他の

団体（以下「指定管理者」という。）にセンター

の管理運営を行わせるものとする。

（指定管理者の業務）

第６条 指定管理者は、次に掲げる業務を行うもの

とする。

(１) 第４条各号に掲げる事業に関する業務

(２) センターの利用の許可に関する業務

(３) センターの施設等の維持管理に関する業務

(４) 前各号に掲げる業務のほかセンターの管理

運営に関して市長が必要と認める業務

（職員等）

第７条 センターに館長及び主事を置き、その他必

要な職員を置くことができる。

２ 市長又は教育委員会は、センター相互の連絡調

整を図るために必要があると認める場合は、館長

を招集し、館長会を開くことができる。

（供用日）

第８条 センターは、１年を通して利用に供するも

のとする。ただし、指定管理者は、あらかじめ市

長及び教育委員会の承認を得て、臨時又は定期の

閉館時間及び休館日を定めることができる。
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（利用の許可）

第９条 センターを利用しようとする者は、あらか

じめ指定管理者の許可を受けなければならない。

許可を受けた事項を変更しようとするときも、同

様とする。

２ 指定管理者は、前項の許可をする場合におい

て、管理上必要な条件を付することができる。

（許可の基準）

第10条 指定管理者は、センターの利用が次に掲げ

るいずれかの場合に該当すると認められるときを

除き、利用を許可するものとする。

(１) 公の秩序又は善良な風俗を害するおそれが

あると認められる場合

(２) センターの施設、附属設備等を汚損し、損

傷し、又は滅失するおそれがあると認められる

場合

(３) 暴力団員による不当な行為の防止等に関す

る法律（平成３年法律第77号）第２条第２号に

規定する暴力団の利益になると認められる場合

(４) 長期間にわたる継続利用により、他の利用

を妨げるおそれがある場合

(５) 特定の宗教を支持し、又は特定の教派、宗

派若しくは教団を支援するための利用と認めら

れる場合

(６) 特定の政党の利害に関する事業を行い、又

は公私の選挙に関し、特定の候補者を支持する

ための利用と認められる場合（公職選挙法（昭

和25年法律第100号）第161条に規定する個人演

説会、政党演説会又は政党等演説会によるもの

を除く。）

(７) 前各号に掲げる場合のほかセンターの管理

上支障があると認められる場合

（目的外利用等の禁止）

第11条 第９条第１項の許可を受けた者（以下「利

用者」という。）は、当該許可を受けた目的以外

の目的にセンターを利用し、又はその権利を第三

者に譲渡してはならない。

（特別設備等の制限）

第12条 利用者は、センターに特別の設備等をしよ

うとするときは、あらかじめ指定管理者の許可を

受けなければならない。

（利用許可の取消し等）

第13条 指定管理者は、利用者の申出による場合の

ほか、次に掲げるいずれかの場合に該当すると認

めるときは、第９条第１項の許可を取り消し、又

はセンターの利用を制限し、若しくは停止するこ

とができる。この場合において、市長及び教育委

員会並びに指定管理者は、利用者に生じた損害に

ついてその責めを負わない。
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(１) この条例に違反した場合

(２) この条例の規定に基づく許可の目的又は条

件に違反した場合

(３) 偽りその他不正な行為により利用の許可を

受けた場合

(４) 前各号に掲げる場合のほかセンターの管理

上支障があると認める場合

（利用料金）

第14条 利用者は、利用の許可を受けたときは、セ

ンターの利用に係る料金（以下「利用料金」とい

う。）を納付しなければならない。

２ 利用料金は、別表に定める額の範囲内におい

て、指定管理者があらかじめ市長の承認を得て定

めるものとする。

３ 利用料金は、指定管理者の収入として収受させ

るものとする。

（利用料金の減免）

第15条 指定管理者は、市長が特別の理由があると

認めるときは、利用料金を減額し、又は免除する

ことができる。

（利用料金の不還付）

第16条 既納の利用料金は、還付しない。ただし、

利用者の責めによらない理由により利用できなく

なったときその他特別の理由があると認めるとき

は、この限りではない。

（原状回復の義務）

第17条 利用者は、センターの利用を終了したとき

又は第13条の規定により許可を取り消され、若し

くは利用の停止を命ぜられたときは、速やかに原

状に回復しなければならない。ただし、指定管理

者の承認を得たときは、この限りでない。

（損害賠償の義務）

第18条 利用者は、センターの施設、附属設備等を

汚損し、損傷し、又は滅失したときは、その損害

を賠償しなければならない。ただし、市長が特別

の理由があると認めるときは、この限りでない。

（委任） （委任）

第19条 この条例の施行に関し必要な事項は、市長

及び教育委員会が別に定める。

第３条 この条例に定めるもののほか、センターの

管理運営については、倉吉市公民館条例（昭和44

年倉吉市条例第13号）で定める。

別表（第14条関係）

利用料金上限額

区分 １時間当たり

会議室 2,610円

視聴覚室・研修室 1,040円

和室 2,090円
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附 則

（施行期日）

１ この条例は、令和３年４月１日から施行する。

（倉吉市公民館条例の廃止）

２ 倉吉市公民館条例（昭和44年倉吉市条例第13号）は、廃止する。

（経過措置）

３ この条例の施行の日前に倉吉市公民館条例の規定によりなされた処分、手続その他の行為は、この条

例の相当規定によりなされたものとみなす。

（準備行為）

４ この条例を施行するために必要な指定管理者の指定その他の準備行為は、この条例の施行の日前にお

いても行うことができる。

調理実習室 1,250円

その他の部屋 1,040円

備考

１ 利用時間に１時間未満の端数が生じた場

合は、当該端数は、１時間とする。

２ 営利を目的として利用する場合は、上記

の区分による利用料金（以下「区分利用料

金」という。）に10分の10を乗じて得た額

を加算した額による。

３ 市外者が利用する場合は、区分利用料金

に10分の10を乗じて得た額を加算した額に

よる。この場合において、複数人での利用

につき、市内に住所又は事務所のない者が

その２分の１を超えるときは、市外者が利

用したものとみなす。

４ 冷暖房を利用した場合は、区分利用料金

に10分の５を乗じて得た額を加算した額に

よる。ただし、区分利用料金を免除された

利用者が冷暖房を利用した場合の利用料金

は、当該冷暖房の利用に係る実費に相当す

る額を限度とすることができる。

５ 附属設備等を利用した場合は、当該附属

設備の利用に係る実費に相当する額（以下

「附属設備利用料金」という。）を限度と

して、区分利用料金にこれを加算すること

ができる。ただし、区分利用料金を免除さ

れた利用者が附属設備等を利用した場合の

利用料金は、附属設備利用料金を限度とす

ることができる。

６ 第１項から第５項までの規定は、重複し

て適用させるものとする。
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長期休業期間中の学校閉庁日について

学 校 教 育 課

１ 夏季休業

令和３年８月９日（月）、１０日（火）、１２日（木）、１３日（金）

山の日：８月１１日（水）

２ 冬季休業

令和３年１２月２７日（月）、２８日（火）

令和４年１月４日（火）

年末年始休業：令和３年１２月２９日（水）

～令和４年１月３日（月）
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令和２年度末倉吉市学校教職員人事異動方針

本市学校教育の充実発展と教育水準の向上を期するため、次の方針により

人事異動を行う。

１ 年齢や性別等にとらわれることなく、幅広く多様な経験を有し、優れた

識見と指導力を備えた人材の管理職登用に努める。

２ 地域間、学校間の格差が生じないよう教職員の適正な配置に努める。

３ 同一校の勤務期間が長くなる傾向をできるだけ排除して人事の刷新を期

するとともに、短期間の異動は努めて避ける。

４ 特別支援教育、特別の配慮を必要とする地域における教育の充実を図る

ため、教職員の配置と人事交流について考慮する。

５ 各学校長の意見具申を尊重して、県教育委員会への人事異動内申を行う。

倉 吉 市 教 育 委 員 会

学校教育課
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